
（様式1）          研究事業評価調書（平成21年度）     平成21年12月25日作成 

事業区分 経常研究（応用） 研究期間 平成20年度～平成22年度 評価区分 途中評価 

環境に配慮した肉豚生産技術の確立 研究テーマ名 

 

（副題） 
（飼料の栄養制御により豚舎から発生するアンモニア揮散量および排せつ窒素量を低減す
る） 

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 農林技術開発センター畜産研究部門・中小家畜・環境研究室 

本多昭幸 

＜県長期構想等での位置づけ＞ 

ながさき夢・元気づくりプラン 
（長崎県長期総合計画後期5か年
計画） 

Ⅲ 安心で快適な暮らしの実現 

8 環境優先の社会づくり推進プロジェクト 

③資源循環の社会づくりの推進 
④閉鎖性水域などの水環境の保全 

長崎県科学技術振興ビジョン 
第3章 長崎県における科学技術振興の基本方向と基本戦略 
（ア）地域ニーズ主導による推進 

長崎県農政ビジョン後期計画 12 環境にやさしい農林業の展開 

１ 研究の概要(100文字) 

脱臭装置等の設備投資に頼ることなく、飼料の栄養成分※1を制御することにより、豚舎から発生する悪臭物質※

2であるアンモニア揮散量を低減し、かつ排せつ窒素量を低減する環境配慮型の生産技術を確立する。 

研究項目 

①地域未利用資源を活用した飼料設計 

②臭気・排せつ窒素量低減飼料の効果判定 

③臭気・排せつ窒素量低減飼料の給与試験 

④現地実証試験 

２ 研究の必要性 

１） 社会的・経済的背景及びニーズ 

これまで肉豚の飼養管理技術は生産性の追求が盛んに行われてきたが、今後の養豚業の維持・発展には

糞尿の適切な処理や発生する臭気に配慮した生産が重要である。 

九州管内の畜産環境問題に関する調査では、畜産経営における苦情発生源としては、悪臭問題が最も高く5

1.9%を占めており、県内でみても同様に33%と最も高い割合となっている。よって市街化や、農村と都市部の混

住化が進行する地域等においては、特に喫緊な課題と言える。 

 

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性 

脱臭装置※3による臭気対策は多額の設備投資が必要であり、臭気が拡散する開放型の豚舎に適合するの

は難しい。また市販の脱臭資材等についても効果が曖昧なものが多いなど、根本的な解決には至っていな

い。 

３ 効率性（研究項目と内容・方法） 

研究 

項目 
研究内容・方法 活動指標  

Ｈ 
20 

Ｈ 
21 

Ｈ 
22 

Ｈ 

23 

Ｈ

24
単位

目標 8  
① 

地域未利用資源を活用した臭気・排
せつ窒素量低減飼料の設計※4

臭気・排せつ窒素量 
低減飼料設計 実績 4  

 
 件 

目標 4  
② 

消化試験によるアンモニア揮散量お
よび排せつ窒素量の調査※5

臭気・排せつ窒素量 
低減効果判定試験 実績 1  

  回 

目標  2 
③ 

肥育豚の生産性（増体、飼料効率、
枝肉性状等）の調査 

臭気・排せつ窒素量 
低減飼料給与試験 実績  0 

  回 

目標   1 
④ 実用段階での飼養試験 現地実証試験 

実績   0 
  回 



１） 参加研究機関等の役割分担 

雲仙養豚農業協同組合：現地実証試験 

 

 

２） 予算 
 

財源 
研究予算 
（千円） 

計 
（千円） 

人件費 
（千円） 研究費 

（千円） 国庫 県債 その他 一財 
全体予算 62,954 27,655 35,299  30,006 5,293

20年度 19,860 9,181 10,679  10,006 673

21年度 21,547 9,237 12,310  10,000 2,310

22年度 21,547 9,237 12,310  10,000 2,310

※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案 
※ 人件費は職員人件費の見積額 
 

（研究開発の途中で見直した事項） 

効率性（研究項目と内容・方法） 
①の飼料設計に関する研究計画について、②の効果判定や③における生産性の結果を加味した飼料設計が
重要となる為、21年度まで延長して実施することとした。また最終目標として 1件の飼料設計をあげていたが、
それに至るまでに複数の飼料設計を実施する必要があることから、活動目標として8件に改めた。併せて①の
候補飼料についてより効果的、経済的な飼料を選抜する為、②の効果判定試験の活動目標を 2 回から 4 回に
増やした。 

４ 有効性 

研究 

項目 
成果指標 目標 実績 

Ｈ
20

Ｈ
21

Ｈ
22

Ｈ
23

Ｈ
24

得られる成果の補足説明等 

① 

② 

③ 

④ 

臭気低減技術の確立 

(1)ｱﾝﾓﾆｱ揮散量低減率 

(2)排せつ窒素量低減率 

1件 

50% 

20% 

    ○

 

 環境配慮型肥育技術 

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性 

ふん尿処理施設を整備したばかりの養豚農家において、臭気対策への新たな投資が難しい中、脱臭装置

等の高価な設備投資を必要とせず、すべての養豚農家で対応可能な臭気低減技術である。 

さらに、家畜排せつ物自体の窒素負荷量も低減できるため、その後の処理（特に汚水処理）の軽減にも貢

献できる技術である。 

 

２）成果の普及 

■研究成果の社会・経済への還元シナリオ 

現地実証試験を通して生産現場段階での再現性を確認する。 

また県関係機関と連携した技術支援を行う。 

 

■研究成果による社会・経済への波及効果の見込み 

・環境保全型農業の推進による養豚業の持続的な発展 

・悪臭物質低減による地域住民の生活環境保全 

・経済効果：15千万円（地域生活環境改善効果額※6） 

16万t（対象農家における年間家畜排せつ物量※7）×918円（薬剤散布単価/t）≒15千万円 

 

（研究開発の途中で見直した事項） 

 



（様式2）                       研究評価の概要 

種

類 
自己評価 研究評価委員会 

 

 

事 

 

前 

（１９年度） 

評価結果 

(総合評価段階：Ｓ) 

・必 要 性 Ｓ 

農村と都市部の混住化の進行により、養豚業の

維持・発展には地域住民との共生が必要。「家畜排

せつ物法」を遵守し適正に管理しながら、併せて豚

舎臭気等の環境面にも配慮した飼養管理技術が求

められている。 

・効 率 性 Ｓ 

①飼料設計、②小規模な消化試験での効果の検

証、③中規模な飼養試験での生産性の把握、と段

階的に試験を実施し、最終的に養豚農家で現地実

証試験を行うことで、スムーズに普及に移すことが

できる体制が整っている。 

・有 効 性 Ｓ 

設備投資を必要とせず、飼料の栄養管理という

通常の飼養管理の範囲内でできる臭気および排せ

つ窒素量の低減技術であることから、すべての農

家で対応可能な技術である。技術が確立されれば

、普及の目途は高い。 

・総合評価 Ｓ 

今後環境面への配慮は生産性と同様、もしくはそ

れ以上に重要視される課題である。生産者および

消費者双方からのニーズと合致し、尚かつ生産者

にコスト面での負担をかけない本技術は、より早期

な確立が望まれる研究と考える。 

（１９年度） 

評価結果 

(総合評価段階：Ｓ) 

・必 要 性 Ｓ 

畜産経営の維持・発展のためには、特に養豚業

の臭気・汚水問題は大きな課題であり、適切な対応

が必要。Ａ 

・効 率 性 

関連知見（研究論文）を踏まえた試験設計を行い

、効率的に研究を実施して欲しい。 

・有 効 性 Ｓ 

設備投資を最小限にとどめ、環境対応ができると

いう点で非常に有効。 

・総合評価 Ｓ 

環境問題への対応は、今後の養豚経営の維持・

拡大には必要不可欠な問題であるため、本研究の

成果に期待したい。 

 対応 対応 

・必 要 性 

これまで肉豚の飼養管理技術は生産性の追求が

最優先され成果を挙げてきましたが、今後は生産

過程で排せつされるふん尿の処理や、発生する臭

気対策等、環境への配慮が養豚業の維持・発展に

は不可欠であると考えています。 

・効 率 性 

飼料設計や分析方法については、これまでの知

見が応用できると考えられ、また未利用資源の飼

料化についても近年盛んに研究されている分野な

ので、情報収集を行い、より効率的な試験の遂行に

努めます。 

・有 効 性 

脱臭装置等の設備による臭気対策も考えられま

すが、新たな設備投資は養豚農家にとって大きな

負担になることから、通常の飼養管理の範囲で対

応可能な技術にしたいと考えています。 

・総合評価 

養豚業における臭気や汚水といった環境問題に



ついては、地域住民等への理解が得られないと、

飼養存続にも関わる大きな問題であるため、早期

な解決を目指します。 

 

 

途 

 

中 

（２１年度） 

評価結果 

(総合評価段階：A) 

・必 要 性 Ｓ 

農村と都市部の混住化の進行により、養豚業の

維持・発展には地域住民との共生が必要。「家畜排

せつ物法」を遵守し適正に管理しながら、併せて豚

舎臭気等の環境面にも配慮した飼養管理技術が求

められている。 

・効 率 性 Ａ 

飼料利用可能な農産副産物および地域資源を活
用した臭気・排せつ窒素量低減飼料の設計を行っ
た。またその飼料を用いた臭気・排せつ窒素量低減
効果判定試験を実施しており、着実に試験を遂行し
ている。 

・有 効 性 Ａ 

臭気・排せつ窒素量低減飼料給与により，糞尿混

合物からのアンモニア揮散量を通常飼料よりも大

幅に低減できる結果を得ている。今後は排せつ窒

素量の調査を行うと共に，飼料コストを考慮した配

合割合の検討や肥育試験での生産性の把握に努

める。 

・総合評価 Ａ 

臭気低減と併せて飼料コストを考慮した飼料設計

や、現状の生産性を維持することが今後重要となる

が、初年度の小規模試験において臭気低減効果を

明らかとし、肥育試験につなげられる一定の成果を

得ており、計画通りに進捗していると考える。 

  

（２１年度） 

評価結果 

(総合評価段階：S) 

・必 要 性 Ｓ 

   設備投資に依存せず、通常の飼養管理の範囲で

対応可能な糞尿処理、臭気、環境の対策技術の開

発の重要性は非常に高い。 

 

 

・効 率 性 A 

   研究内容・目標を見直しながら進められており、

今後、特に未利用資源の飼料化については、他県

の情報を収集しながらさらに効率的に進めてほし

い。 

・有 効 性 A  

   未利用資源を飼料として用いることでアンモニア

揮散量が減少しており大変有効性が高い。今後、肉

質など生産性と経済性の面において、成果が出る

ことを期待する。普及のためには飼料設計のマニュ

アルなどわかりやすい形での情報提供を望む。 

 

・総合評価 Ｓ 

   生産性を落とすことなく、新たな設備投資もなく、

環境問題に対応できる本技術の確立は、今後の養

豚経営の維持・拡大に不可欠であり、期待する。 

 対応 対応 

・必要性 

 施設整備には多額の経費が伴うことから、農家に

大きな負担が生じない形で臭気低減できることが

重要と考えています。 

・効率性 

 情報収集に努め、本技術に応用可能な研究成果

については導入を検討し、より効率的な研究を実

施します。 

・有効性 

 実験規模での効果が実証された段階ですので、

今後は研究施設での肥育試験と農家での現地実

証試験の結果を踏まえ、実用化に向けた検討を行

いたいと考えています。 

・総合評価 

 今後の養豚経営は、生産性と環境対策をうまく両

立させていくことが重要です。経営に負担をかけな

い、環境に配慮した肉豚生産技術の確立を目指し

ます。 

 （  年度） （  年度） 



 

事 

 

後 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 対応 



 


